
○茨城県犬猫殺処分ゼロを目指す条例 

平成28年12月28日 

茨城県条例第59号 

茨城県犬猫殺処分ゼロを目指す条例を公布する。 

茨城県犬猫殺処分ゼロを目指す条例 

犬や猫は，人間に最も身近な動物の一つであり，家族同様の存在として私たちの生活に癒

やしと潤いを与えてくれる。 

その一方では，飼い主の犬や猫の習性に対する理解不足による身勝手で無責任な飼養放棄，

県民からの苦情及び相談に基づく犬の捕獲等により，多くの犬や猫が殺処分されている。 

特に，本県は，犬の殺処分頭数が長年にわたり全国上位に位置するほど多く，県民が深く

憂慮すべき状況にある。 

犬や猫の命を尊ぶことがひいては人間の命の尊厳の確保につながることに鑑み，今こそ，

犬や猫を飼養し，又は業として犬や猫を取り扱う者には，それらの命の大切さに対する認識

を新たにして行動することが求められている。 

ここに，私たちは，県，市町村及び県民が一体となって，犬や猫の殺処分ゼロを目指すこ

とを声高らかに宣言し，犬や猫と共に幸せに暮らせる社会の実現に向けて行動する決意を明

確にするため，この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は，犬及び猫の殺処分ゼロを目指すため，犬及び猫の適正な飼養及び保管

に関する県，犬又は猫の所有者，販売業者等の責務その他の必要な事項を定め，殺処分と

なる尊い命を生じさせない取組を県，犬又は猫の所有者，販売業者等が協働して推進し，

もって県民が犬及び猫と共に幸せに暮らせる社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 販売業者 動物の愛護及び管理に関する法律（昭和48年法律第105号。以下「法」と

いう。）第10条第１項の規定による第一種動物取扱業の登録を受けた者のうち，犬又は

猫の販売又は繁殖を業として営む者をいう。 

(2) 購入者 犬又は猫を販売業者から購入し，かつ，飼養又は保管を行おうとする者（犬

又は猫を購入しようとする者と当該犬又は猫の飼養又は保管を行おうとする者が異な

る場合は，飼養又は保管を行おうとする者）をいう。 



(3) 譲渡者 自らが所有する犬又は猫を他人に譲り渡そうとする者（法第24条の２の規

定による第二種動物取扱業の届出をした者のうち，犬又は猫を他人に譲り渡そうとする

者を含む。）をいう。 

(4) 殺処分ゼロ 地方公共団体による犬及び猫の殺処分（人の生命及び身体の安全の確

保，公衆衛生の向上等のためにやむを得ずなされる殺処分を除く。）がなくなることを

いう。 

（県の責務） 

第３条 県は，犬又は猫の所有者及び占有者に対し，適正な飼養及び保管についての知識の

普及啓発に努めるものとする。 

２ 県は，販売業者に対し，適正な販売に関する指導を行うものとする。 

３ 県は，この条例の目的を達成するため，犬又は猫の殺処分頭数の減少に資する活動を行

う人材及び団体の育成に努めるものとする。 

（犬又は猫の所有者の責務） 

第４条 犬又は猫の所有者は，動物の福祉に鑑み，自らが所有する犬又は猫がその命を終え

るまで適切に飼養すること（次条第１項において「終生飼養」という。）に努めるととも

に，その所有する犬又は猫を，やむを得ず飼養することができなくなった場合には，自ら

の責任において新たに飼養を行おうとする者に譲り渡すよう努めなければならない。 

２ 犬又は猫の所有者は，自らが所有する犬又は猫がみだりに繁殖して，適正に飼養するこ

とが困難となるおそれがある場合には，その繁殖を防止するため，不妊去勢手術その他の

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

３ 犬又は猫の所有者は，自らが所有する犬又は猫が自己の所有に係るものであることを明

らかにするため，マイクロチップ又は名札の装着その他の必要な措置を講ずるよう努めな

ければならない。 

（販売業者等の責務） 

第５条 販売業者は，購入者に対して終生飼養を促すとともに，購入者において終生飼養が

困難であると認められるときは，犬又は猫を販売しないよう努めなければならない。 

２ 前項の規定は，譲渡者について準用する。この場合において，同項中「販売業者」とあ

るのは「譲渡者」と，「購入者」とあるのは「譲受者」と，「販売しない」とあるのは「譲

渡しない」と読み替えるものとする。 

（犬及び猫の命の尊さを学ぶ場の設定等） 

第６条 県は，広く県民が犬及び猫の命の尊さを学ぶ場を設けるよう努めるものとする。 



２ 県は，学校等の教育において，子どもたちが犬及び猫の命の尊さを学ぶ場を設けるため，

学校等に対し，必要な情報の提供，技術的な助言その他の支援を行うものとする。 

（犬猫愛護週間） 

第７条 県は，犬及び猫の愛護と適正な飼養について，広く県民の関心と理解を深めるよう

にするため，犬猫愛護週間を設けるものとする。 

２ 県は，犬猫愛護週間においては，その趣旨にふさわしい行事が実施されるよう努めるも

のとする。 

（所有者がいない猫に対する取組への支援） 

第８条 県は，所有者がいない猫を新たに生じさせないための地域住民等による人と猫との

共生に配慮した取組を支援するよう努めるものとする。 

（市町村への支援） 

第９条 県は，市町村が次に掲げる施策を講じようとする場合においては，必要な情報の提

供，技術的な助言その他の支援を行うものとする。 

(1) 犬及び猫の愛護並びに適正な飼養及び保管に関する知識の普及啓発に関する施策 

(2) この条例の趣旨を尊重した活動を目的とした協議会等の設置 

（収容される犬及び猫の頭数を減ずるための協議） 

第10条 県は，県に収容される犬及び猫の頭数の減少を図るため，必要な施策について，法

第39条の規定に基づき組織した協議会において協議するものとする。 

（動物愛護管理推進計画における条例の趣旨の尊重等） 

第11条 県は，法第６条第１項の規定に基づく動物愛護管理推進計画（次項において「推進

計画」という。）を策定し，又は変更するときは，この条例の趣旨を尊重するものとする。 

２ 県は，推進計画の進捗の状況について，これを公表するものとする。 

（年次報告） 

第12条 知事は，毎年度，殺処分ゼロの実現に関して講じた施策の実施状況及び成果を取り

まとめ，議会に対し報告するとともに，これを公表するものとする。 

（令５条例33・追加） 

（財政上の措置） 

第13条 県は，殺処分ゼロを目指すための施策を総合的かつ計画的に推進するため，ふるさ

と納税制度（個人が都道府県，市町村又は特別区に対し寄付を行った場合に，当該寄付に

係る寄付金について個人住民税の寄付金税額控除を適用する制度をいう。）等を活用した

寄付金の募集及び受入れ，基金の設置その他の必要な財政上の措置を講ずるよう努めるも



のとする。 

（令５条例33・旧第12条繰下） 

付 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

付 則（令和５年条例第33号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


